
・
課
金
の
４
５
０
円
は
据
え
置
き
、

グ
ロ
ー
バ
ル
社
会
に
対
応
で
き

る
予
算
措
置
を
講
じ
た
。

・
２
０
２
０
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク

の
運
営
ス
タ
ッ
フ
の
募
集
要
領

が
示
さ
れ
た
。

②
令
和
２
年
度
日
程
変
更

２
月
理
事
会
は
、
開
催
せ
ず
、

３
月
９
日
に
開
催
。
ニ
ュ
ー
ヘ
ア

発
表
会
日
程
を
７
月
６
日
に
変
更
。
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③
令
和
元
年
度
神
奈
川
県
優
良
衛

生
技
能
者
表
彰

表
彰
式
が
２
月
４
日
に
ワ
ー
ク

ピ
ア
横
浜
で
開
催
さ
れ
、
組
合
が
推

薦
し
た
18
名
の
方
が
表
彰
さ
れ
た
。

受
賞
さ
れ
た
方（
敬
称
略
）

小
澤
三
津
生（
鶴
見
支
部
）

瀬
戸　

邦
明（
中
支
部
）

瀧
坪　

陽
二（
青
葉
・
緑
支
部
）

藤
倉　

大
介（
南
・
港
南
支
部
）

眞
中　

律
子（
旭
・
瀬
谷
支
部
）

三
宅　

幸
治

（
磯
子
・
金
沢
支
部
）

笹
本　

幹
夫（
横
須
賀
支
部
）

武
田　

直
之（
鎌
倉
支
部
）

西
川　

恵
子（
茅
ヶ
崎
支
部
）

鈴
木　

克
也（
大
和
支
部
）

内
藤　

浩
一（
小
田
原
支
部
）

井
上　
　

昭（
足
柄
上
支
部
）

磯
野　

利
美（
さ
が
み
原
支
部
）

佐
々
木
春
雄（
相
模
原
南
支
部
）

青
栁　

王
紀（
川
崎
支
部
）

鳴
海　

成
信（
中
原
支
部
）

飯
嶋　

龍
司

（
高
津
・
宮
前
支
部
）

大
原　

敦
志（
多
摩
支
部
）

④
第
　　 70
回
神
奈
川
県
理
容
競
技
大
会

５
月
19
日
開
催
の
理
容
競
技
大

会
の
大
会
役
員
は
理
事
と
教
育
部

役
員
で
行
う
。
教
育
部
役
員
の
氏

名
は
２
月
28
日
ま
で
に
報
告
を
。

⑤
講
師
会
「
分
科
会
」
開
催

詳
細
は
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
。

⑥
令
和
２
年
度
第
１
回
管
理
理
容

師
資
格
認
定
講
習
会

第
１
回
の
管
理
講
習
が
５
月
に

崎
陽
軒
ヨ
コ
ハ
マ
ジ
ャ
ス
コ
１
号

館
で
開
催
さ
れ
る
。

⑦
令
和
元
年
度
第
３
四
半
期
組
織

対
策
費
の
支
給

３
名
で
１
万
５
、０
０
０
円
。

⑧
令
和
元
年
度
標
準
営
業
約
款
手

数
料
支
部
還
付
金

再
登
録
21
件
、
計
３
、３
６
０
円
。

⑨
令
和
元
年
度
管
理
講
習
手
数
料

支
部
還
付
金

受
講
者
30
名
で
３
万
６
、０
０

０
円
。

⑩
令
和
２
年
新
春
の
つ
ど
い
決
算

報
告

総
額
３
３
７
万
６
１
１
円
で
、

本
会
計
の
負
担
金
は
82
万
１
、６
１

１
円
。

⑪
令
和
元
年
度
共
済
ハ
ー
ト
フ
ル

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
加
入
実
績

加
入
者
は
68
名
で
加
入
者
の
商

品
券
合
計
は
10
万
６
、０
０
０
円
。

推
進
活
動
費
の
支
部
送
金
額
は
、

26
万
２
５
０
円
。〔

次
面
へ
続
く
〕

組合員数減少により、現行の組合員20人に１人の割（４捨５入）で総代数を定めると、次に開催
する総会時に選出する総代数が定款に規定する100人を下回ってしまうため、総代に関する規定の
一部改正を行う必要があり、加えて、神奈川県から指導を受けた規定について改正を行う必要があ
ります。

改正案は次のとおりで、第60回総代会に上程いたします。

記

定 款 の 一 部 改 正

新（改正案） 旧（現行）

神奈川県理容生活衛生同業組合定款

（脱退者の持分の払い戻し）
第14条　組合員が脱退したときは、組合員の本組合

の出資額（本組合の財産が出資の総額より減少した
ときは、当該出資額から当該減少額を各組合員の
出資額に応じて減額した額）を限度として払い戻
すものとする。ただし、自由脱退による持分の払
い戻しにあってはその予告を行った日の属する事
業年度の末日とし、除名による脱退によるときは
その半額とする。

神奈川県理容生活衛生同業組合定款

（脱退者の持分の払い戻し）
第14条　組合員が脱退したときは、組合員の本組合

の出資額を限度として払い戻すものとする。（本組
合の財産が出資の総額より減少したときは、当該
出資額から当該減少額を各組合員の出資額に応じ
て減額した額）ただし、自由脱退による持分の払
い戻しにあってはその予告を行った日の属する事
業年度の末日とし、除名による脱退によるときは
その半額とする。

（議決権及び選挙権）
第33条　組合員は総会においておのおの１個で、か

つ平等の議決権及び選挙権を有する。
２　組合員は、書面又は代理人をもって、第28条の

規定によりあらかじめ通知のあった事項につき、
議決権又は選挙権を行うことができる。ただし、
その組合員の親族若しくは使用人又は他の組合員
でなければ、代理人となることはできない。

（議決権及び選挙権）
第33条　組合員は総会においておのおの１個で、か

つ平等の議決権及び選挙権を有する。
２　組合員は、書面又は代理人をもって、第27条の

規定によりあらかじめ通知のあった事項につき、
議決権又は選挙権を行うことができる。ただし、
その組合員の親族若しくは使用人又は他の組合員
でなければ、代理人となることはできない。

（総代会）
第34条　この組合は、総会に代わるべき総代会を設

ける。
２　総代の定数は、100人を下らないものとし、各

支部ごとにその所属する組合員数に応じて割り当
てる。各支部ごとの総代割り当て数は、理事会で
定める。

（総代会）
第34条　この組合は、総会に代わるべき総代会を設

ける。
２　総代の定数は、100人以上とし、組合員20人に

１人の割で（４捨５入）各支部ごとにその所属する
組合員数に応じて割り当てるものとする。

（職　員）
第55条　この組合に、事務局を置き局長１名および

職員若干名を置くことができる。

２　職員は理事長が任命し、その命を受けて庶務に
従事する。

３　職員の給与は、理事会において定める。

（職　員）
第55条　この組合に、次に掲げる職員を置く。

（1）　局　長　１名
（2）　主　任　１名
（3）　職　員　若干名
２　職員は理事長が任命し、その命を受けて庶務に

従事する。
３　職員の給与は、理事会において定める。

（使用料）　
第65条　この組合は、第７条第５項及び第７項の共

同施設を利用した組合員に対し、使用料を課すこ
とができる。

（使用料）　
第65条　この組合は、第７条５項及び７項の共同施

設を利用した組合員に対し、使用料を課すことが
できる。

附則
（施行期日）　神奈川県知事の許可があった日から施行する。




